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研究の目的

•遠隔放射線治療計画が様々な場面で活用されはじめている。
•ガイドラインや診療報酬も整備されている。

•一方で、遠隔放射線治療計画の利用実態に関する国内調査
はこれまでに実施されていない。
•不透明な部分が多い。

•本研究では、我が国の遠隔放射線治療計画の実態を明らか
にし、今後の遠隔放射線治療計画のあり方を提言する。
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研究の概要①
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治療計画装置ベンダー ・・・遠隔放射線治療計画の提供可能状況等

・使用施設
（治療施設、支援施設、テレワーク施設）
・未使用施設

・・・遠隔放射線治療計画の活用
状況、将来のあるべき姿等

①ベンダー側調査

②医療機関側調査

•研究期間内に、アンケート調査を2回実施する予定

研究の概要② ～研究フロー、進捗状況～
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ベンダー向け
事前アンケート調査

第1回会議

国内アンケート調査実施

第2回会議 (結果のまとめ)

学会発表・論文化準備
提言作成

・・・(内容吟味したうえで) 高精度部会が現実的か

・・・厚労省への提言書作成（草案は年内作成）

2022/4月~5月中

2022/6/1（水）

2022/6~7月中

2022/9月頃

2022年度内

回答済み

回答済み、単純集計終了

実施済み

・・・会議準備中

回答数（地域別）

•487施設/834施設※ (回答率：58.4%)
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地域別回答数

※月刊新医療より（リニアック保有施設）

回答数（回答者職種、施設区分）
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306, 63%

146, 30%

33, 

7%

2, 0%

回答者の職種

医師

診療放射線技師

医学物理士

歯科医師

188, 39%

99, 20%

89, 18%

39, 8%

36, 

7%

15, 3%
14, 3%

4, 1% 2, 1%
1, 0%

施設区分

地域がん診療連携拠点病院

一般病院

都道府県がん診療連携拠点病院

地域がん診療連携拠点病院（高度型）

地域がん診療病院

その他

一般診療所

特定領域がん診療連携拠点病院

地域がん診療連携拠点病院（特例型）

国立がん研究センター

回答職種：
医師 6割、技師 3割、物理士/歯科医師 １割

回答職種：
医師 6割、技師 3割、物理士/歯科医師 １割

区分：
がん診療連携拠点病院：８割

区分：
がん診療連携拠点病院：８割

N=487

重複なし
N=487

重複なし

1 2

3 4

5 6
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遠隔放射線治療計画の国内利用状況①
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12, 2%

475, 98%

遠隔放射線治療計画加算 届出

届出あり

届出なし

51, 10%

436, 90%

遠隔放射線治療計画の利用

実施している

実施していない

加算届出施設：12施設(2%)のみ加算届出施設：12施設(2%)のみ
51施設（10%）が何らかの形で

遠隔放射線治療計画を利用している。
51施設（10%）が何らかの形で

遠隔放射線治療計画を利用している。

N=487

重複なし
N=487

重複なし

遠隔放射線治療計画の利用区分

① 支援施設

◆ 放射線治療を支援する施設

② 治療施設

◆ 放射線腫瘍医等が不足している放射線治療を行う施設

③ 院外テレワーク (個人（外出先・自宅等）)

◆ 院外において、自宅や外出先において遠隔放射線治療計画を実施する者

④ 院内テレワーク（個人（治療計画室外の院内））

◆ 院内において、治療計画室とは別室で遠隔放射線治療計画を実施する者
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遠隔放射線治療計画の国内利用状況②
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遠隔放射線治療計画の形式 N=51

重複あり

我が国の遠隔放射線治療の利用状況
※括弧内は回答487施設に対する割合

支援施設：13施設（2.7%）
治療施設：23施設（4.7%）
院外テレワーク：17施設（3.5%）
院内テレワーク：5施設（1.0%）

我が国の遠隔放射線治療の利用状況
※括弧内は回答487施設に対する割合

支援施設：13施設（2.7%）
治療施設：23施設（4.7%）
院外テレワーク：17施設（3.5%）
院内テレワーク：5施設（1.0%）

結果のまとめ
• 遠隔放射線治療の利用実態に関して、全国施設を対象とする初のアンケートを
実施した。
回答率：58.4%

遠隔放射線治療計画加算の届け出施設：2% (12施設)

遠隔放射線治療の利用状況
◆支援施設：2.7% (13施設)

◆治療施設：4.7% (23施設)

◆院外テレワーク：3.5% (17施設)

◆院内テレワーク：1.0% (5施設)

• 国内の利用状況は予想以上に少なかった。
✓一方で、遠隔放射線治療計画を導入したいと回答した施設は全体の約40%、わからな
いと回答した施設も約40%存在していた。
✓遠隔放射線治療を適切に利用するために、導入のメリットや導入時の課題について周知・
整理し、障壁となっている部分については政治的主導も必要である可能性がある。
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今後の予定

• 単純集計は終了済み。

• 今後詳細な解析を実施し、ワーキンググループ内で結果を共有し、適切な遠隔放射線
治療のあり方について議論する。

• 使用時の責任所在、費用配分、報酬、セキュリティ、需要等

• 来月中にワーキンググループ会議を実施し、提言案を作成する。

• 同時に、回答者への情報共有のための学会発表・論文化も予定
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